
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2023年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 R.I.La

1 事業の成果
。多摩川全域でのマイクロプラスチック調査を実施した。

・狭山丘陵並びに埼玉県日高市の里山の保全事業を実施した。

・関東各地で河川のマイクロプラスチック調査に関わる勉強会を実施した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【5009】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

‥
刈
省

登益
・
象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

生物多様性お
よび環境保全
に関わるフィ
ール ドでの調
査研究事業

多摩川全域でのマイクロ
プラスチック調査

4月 ～ 11

月

多摩川全

域
25名

山梨県甲

州市、丹

波山村、

東京都、

神奈川県

1130 万
人

4824

里山保全並び
に里山に生息
する野生動物
及び植物類の
調査並びに保
護

狭山 LE陵亜びに埼玉県 H
高市の里山の野生動物の
調査並びに日本 ミツバチ
の飼育、保全に係る事業
において、 トレイルカメ
ラのよる野生動物の観察
と、日本ミツバチの保全
事業 としての巣箱の設
置、管理、営巣した巣箱の
移動などの活動を実施

通年

狭山丘陵

並びに埼

玉県日高

市の里山

10

東京都、

埼玉県 5万人 132

特定非営利活
動に関する活
動を行 う団体
並びに個人 と
の連携、情報
交換及び講演
会、講習会、研
修、会議、イベ
ント等への参
加や見学会、
シ ン ポ ジ ウ
ム、ワークシ
ョップ等の実
施事業

多摩川流域市民学会への
参加、ひだか市民ネット
ヘの勉強会の実施、PO法
人奥武蔵ピースラボヘの
マイクロプラスチック調
査指導

通年
東京都、

埼玉県
5
東京都、

埼玉県
5万人 4.5

地域猫の保護
活動並びに地
域猫保護活動
に関わる条例
制定への市ヘ
の提言活動

東大和雨 内の地域猫 の
TNR活動並びに捕獲機貸
与活動、地域猫の保全活
動

通年 東大和市

内

2 東京都東

大和市内

5万 8千 14



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2023年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合)
R.I.La

◆ 鋼 ′l、鮮 ・ 合 計

26,000
26,1000

1,396,000

1,396,1000

2,830,000
2,830,000

2

受取助成金

4

5

受取利息

賛助会員受取会費
取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益

4.252.

(1)人件■
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

(2)その他経費
消耗品費
旅費交通費
備品費
雑給
委託費
謝金
事務用品費
光熱費
交際費
会合費
広告宣伝費
諸会費
保険料
通信費
車両を

23,579
131,014
87,699
22,183
980,000
12,520

1,206,815
399,469

5,0く )8,886

5.000.

(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(

旅費交通費
減価償却費

)

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃

5.008.

____=理 製黎

過年度損益修正益
765.000

765

災

当  :期 C】 一 【D】 ② 765

8_164

11.343
19_507

量 柑 ・ 四

E軍 外 収 益

夫払いを用

日  タ 書  用  計



書式第 15号 (法第 28条関係 )

年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

非営

金   額 小計 ・ 合計

産  (

現金預金
未収金

棚卸資産

19,057

19.057

(1)有形固定資産
車両運搬具
什器備品

(2)無形固定資産
ソフトウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金
長期貸付金

【′

2

【A】 資 産 合 計 ①+② 19,057

2

未払金

預り金

長期借入金
退職給付引当金

765,000

765.00(

765.00(

: 財 ] 呈 の 部
1正味財 1 :額

成額 -745943L
F 嗅  |

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 19,057



ヽ

2023年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人R.I.La

重要な会計方針

計算書類の作成はNPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)によつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産なし

(2)固定資産の減価償却の方法
減価償却なし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

ありません

引当金
ありません

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
ありません

(5)消費税等の会計処理
ありません

2.事 業別損益の状況

科 日
多摩川事業 里山事業

他団体との

関わり事業 地域猫事業
事業部門計 管理部門 合計

765000

1396000

2530000 300000

26000

4691000 300000 ｎ

ｖ 26000 5017000 ＾
υ 5017000

416000

416000 ｎ

Ｖ
ｎ

ｖ 418000 ｎ

Ｖ 418000

22183
382349

327443

1041290

131014

184936

87699
980000
21229
825000
190000

52850
149328

12520

12620

153505

2350

4500

12020

22183
399469

327443

1206815

131014
184936

87699
980000
23579
825000
190000
52850

149328
12520

22183
399469

327443

1206815
131014
184936
87699
980000
23579
825000
190000

52850
149328

12520
4407841 168475 4500 12020 4590836 4590836
4823841 168475 4500 12020 5008836 5008836
-132841 131525 -4500 13980 8164 Ａ

υ 8164

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
器具備品

消耗品

光熱費
通信費
交際費
広告宣伝費
事務用品費
委託費
謝金

保険料
車両費
諸会費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

内容 金額 算定方法



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は  -745943 円ですが、そのうち-745943円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   0円 です。

5. 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必
要な事項

事業費と管理費の按分方法

なし

その他の事業に係る資産の状況
なし

７
，

只
）

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考
ｎ
υ 765000 8164 745943

ｎ

Ｖ 765000 8164 745943

1■ [′  4、
Tヽ 1_ヽ  |■

合計

役員の立替金の未払い

科 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 日

計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

年度 財産目録
事 業 報 告 用

人

立 :円
令 麺 ′l、 静 滸

の  部
産

19,057

現金預金
手元現金
多摩信用金庫普通預金

未収金
○○事業未収金
▲▲事業未収金

棚卸資産
販売用寄附物品

=卜

 ・・ 。(1)
産

〈1)有形固定資産
車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン

(2)無形固定資産
ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権
○○市事業所

(3)投資その他の資産
敷金
○○市事業所

長期貸付金
○○銀行

辟 rヮ、

【A】 資 産 合 計 ①+② 19,057

僣 の 盤

765,000

源泉徴収税
預 り金

未払金
理事立替金未精算分

■+ 0
僣

長期借入金
○○銀行借入金

退職給付引当金
職員

2

【:

1鮮 の

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 765,CЮ 0

-745.943【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2023年度役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定上宣利活動法人 _巳 ].La

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 睡憂]・ 監事
オザキミサコ 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日尾崎美佐子

2 睡憂]・ 監事
イトウノリユキ 2023年 4月  1日

3月 31日2024年

年  月  日

年  月  日伊藤教行

０
０ 睡憂]・ 監事

トコナベヨシヒ

ロ
2023年 4月  1日

3月 31日2024年

年

年

月

月

日

日
床鍋義博

4 睡亜]・ 監事

ナカムラツナヒ

ア
2023年 4月  1日

3月 31日2024年

年  月  日

年 月 日
中村綱秀

5 睡憂]・ 監事
タナカヒロミ 2023+ 4月  1日

3月 31日2024年

年  月  日

年  月  日田中

6 理事・
ナカムラヒロミ

2023+ 4月  1日

3月 31日2024年

年

年

月

月

日

日中村裕美

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

8 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

9 理事 。監事
年  月  日

年 月 日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
年  月  日

年:  月   日

年  月  日

年 月 日



書式第 4号 (法第 10条 0第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法 R.1.La

氏   名

1
伊藤 教行

2 長瀬 りつ

3 尾崎 美佐子

4
内野 真奈美

5
床鍋 義博

6
斉藤 紀矩

7
田中 広美

8
越前 悦子

9
吉田 里織

10
中村 綱秀

11
伊藤 昇

12 小島 瑶喜




